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令和 2 年（2020 年）鹿児島県産業連関表からみた鹿児島県の経済 
 

 

第１節 産業連関表の見方 
 

鹿児島県産業連関表は，県経済において１年間（暦年）に，各産業が財・サービスを生産する上
で必要とした費用の構成や，生産された財・サービスがどのように産業の生産活動，家計の消費，
県外等に需要されたかという取引の相互関係を統一的に把握し，行列（マトリックス）で一覧表に
まとめたものである。 

産業連関表をタテ方向にみると，財・サービスの県内生産額と，その生産のために投入された原
材料や労働費用，営業余剰などの費用構成（投入）がわかる。 

一方，ヨコ方向にみると，県内で生産された財・サービスまたは移輸入された財・サービスが，
どの部門でどれだけ需要されたかという販路構成（産出）がわかる。 

 
 

  

図 1 産業連関表からみた鹿児島県経済の規模 
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表１を例にとって，タテ方向にみると，第１次産業の生産物を 6,130 億円生産するために，自部
門である第１次産業の生産物を 836 億円，飼料や農薬などの第２次産業の生産物を 1,698 億円投入
するなど，原材料等を合計（内生部門計）3,606 億円投入し，雇用者所得 688 億円，営業余剰（企
業の営業利益や個人業主の所得等）941 億円などの新たな価値（粗付加価値）を 2,524 億円生みだ
したことがわかる。 

一方，ヨコ方向にみると，県内で生産された 6,130 億円，移輸入された 2,022 億円，合わせて
8,151 億円の第１次産業の生産物がどの部門でどれだけ需要されたかを示しており，第２次産業に
4,012 億円，第３次産業に 102 億円など県内産業で 4,950 億円中間需要され，消費（企業や個人の
最終消費）に 461 億円，移輸出として県外に 2,537 億円販売されるなど，最終需要（生産過程に再
投入されない最終的な需要）が 3,202 億円生じたことがわかる。 
 

  

 

 

  

（単位：億円）

第１次
産業

第２次
産業

第３次
産業

内生
部門計

消費 投資 移輸出 最終需要計

第１次産業 836 4,012 102 4,950 461 204 2,537 3,202 8,151 -2,022 6,130

第２次産業 1,698 7,313 6,244 15,255 8,418 11,727 14,036 34,181 49,436 -21,378 28,058

第３次産業 1,073 5,533 16,771 23,376 43,088 4,373 8,024 55,485 78,861 -13,465 65,396

内生部門計 3,606 16,857 23,117 43,581 51,967 16,303 24,598 92,867 136,448 -36,864 99,584

家計外消費支出 27 256 547 830

雇用者所得 688 5,052 21,172 26,912

営業余剰 941 2,108 8,122 11,171

資本減耗引当 741 2,640 10,152 13,533

間接税 272 1,192 2,616 4,080

（控除）経常補助金 -145 -47 -331 -523

粗付加価値部門計 2,524 11,201 42,278 56,003

6,130 28,058 65,396 99,584

注１ 間接税には，消費税が含まれているが，関税及び輸入品商品税は含まれていない。
注２ 各産業区分と39部門表の対応は次のとおり。

注３ ｢最終需要計｣は，｢消費｣，｢投資｣，｢移輸出｣の額。

県内生産額

中
間
投
入

県内
生産額

（控除）
移輸入

中間需要 最終需要
需要合計

粗
付
加
価
値

第１次産業：｢01農業｣，｢02林業｣，｢03漁業｣
第２次産業：｢06鉱業｣から｢41建設業｣及び｢68事務用品｣
第３次産業：｢46電力・ガス・熱供給｣から｢67対個人サービス｣及び｢69分類不明｣
消費：｢71家計外消費支出(列)｣，｢72民間消費支出｣及び｢73一般政府消費支出｣
投資：｢74県内総固定資本形成(公的)｣，｢75県内総固定資本形成(民間)｣及び｢76在庫純増｣
移輸出：｢80移輸出｣
(控除)移輸入：｢84(控除)移輸入｣，｢85(控除)関税｣及び｢86(控除)輸入品商品税｣

原
材
料
等
の
中
間
投
入
及
び

粗
付
加
価
値
の
費
用
構
成
（
投
入
）

生産物の販路構成（産出）

表 1 令和 2 年（2020 年）鹿児島県産業連関表（生産者価格評価表） 
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図 2 令和 2 年（2020 年）表からみた財・サービスの流れ 
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第２節 総供給・総需要の構成と伸び 
 

供給側からみると，令和 2 年の県内生産額と移輸入を合わせた総供給は 13 兆 6,448 億円で，そ
のうち，県内生産額は 9 兆 9,584 億円（総供給額の 73.0％），移輸入は 3 兆 6,864 億円（同 27.0％）
であった。総供給の構成比割合を平成 27 年と比較すると，県内生産額が 73.8％から 73.0％へ 0.8
ポイント低下，移輸入が 26.2％から 27.0％へ 0.8 ポイント上昇した。 

また，平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率は，総供給では 2.0％の増加となっており，その
うち県内生産額は 0.9％増加，移輸入は 5.0％増加している。 

需要側からみると，令和 2 年の総需要は 13 兆 6,448 億円で，そのうち，中間需要は 4 兆 3,581
億円で（総需要額の 31.9％），県内最終需要は 6 兆 8,270 億円（同 50.0％），移輸出は 2 兆 4,598 億
円（同 18.0％）であった。総需要の構成比割合を平成 27 年と比較すると，中間需要 31.5％から
31.9％へ 0.4 ポイント上昇，県内最終需要が 48.8％から 50.0％へ 1.2 ポイント上昇，移輸出が 19.8％
から 18.0％へ 1.8 ポイント低下した。 

また，平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率をみると，総需要では 2.0％の増加となってお
り，そのうち中間需要は 3.5％増加，県内最終需要は 4.6％増加している。一方で，移輸出は 6.9％
減少している。 
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表 2 総供給・総需要の構成と伸び 

図 3 総供給の推移 

図 4 生産額の推移 
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第３-節 生産構造 
 
１ 産業別にみた県内生産額の伸び 
 

県内生産額について，平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率を産業別にみると，非鉄金属（46.0％）
や電気・ガス・熱供給（43.0％），廃棄物処理（39.5％）等が増加した。一方，電気機械（△61.0％）や
繊維製品（△41.3％），情報通信機器（△26.2％）等は減少した。 

産業別の増加寄与度*1 をみると，対個人サービス（△1.5％）や商業(△1.1％)，飲食料品（△1.0％）
などが県内生産額の増加を抑制しているが，建設（1.3％）や医療・福祉（1.0％），電気・ガス・
熱供給（0.6％）が県内生産額の増加に寄与した結果，県内生産額全体では 0.9％の増加となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
*1 増加寄与度とは，あるデータ(統計値)の構成要素の増減が，全体の伸び率をどの程度押し上げ(押し下げ)ているかを示すもの。 

増加寄与度 ＝ 当該構成項目の増減 ÷ 前期の統計値(全体) × 100 
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表 3 県内生産額の産業別の伸び 
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注 図 5 及び図 6 は，ともに 39 部門表による  

図 5 県内生産額の産業別の伸び率 

図 6 産業別増加寄与度 
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２ 県内生産額の産業別構成 
 

県内生産額の産業別構成比割合を 15 部門表でみると，第１次産業については，農業で増加，
林業，漁業でわずかに減少し，第１次産業全体では 6.0%から 6.2％へ 0.2 ポイント増加した。
第２次産業については，鉱業，建設業で増加，製造業で減少し，第２次産業全体では 29.0％か
ら 28.2％へ 0.8 ポイント減少した。第３次産業については，情報通信，公務等で増加，商業，
不動産で減少し，第３次産業全体では 65.0％から 65.7％へ 0.7 ポイント増加した。      
 また，特化係数による本県の産業構造をみると，第１次産業については，農業が 5.0，林業が
2.5，漁業が 7.5 と高く，第１次産業全体でも 5.1 と高くなっている。第２次産業は，鉱業が 10.1，
建設が 1.3 と高いものの，製造業が 0.7 と低く，第２次産業全体では 0.8 と低くなっている。第
３次産業では，運輸・郵便，公務が 1.5 と高くなっているが，不動産が 0.7，情報通信が 0.6 と低
く，第３次産業全体では 1.0 となっている。 
 

 

 

 

 

表 4 県内生産額の産業別構成と特化係数 
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図 7 県内生産額及び国内生産額の産業別構成 

図 8 県内生産額の産業別特化係数（令和 2 年） 
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第４節 投入構造 

 
１ 中間投入と粗付加価値 

 

令和 2 年の県内生産額 9 兆 9,584 億円の費用構成をみると，生産に必要となった原材料費等の
中間投入は 4 兆 3,581 億円（構成比 43.8％），生産活動によって新たに生み出された粗付加価値
は 5 兆 6,003 億円（同 56.2％）となった。 

平成 27 年との比較では，中間投入率*1 は 1.1 ポイント上昇した。 
中間投入における財*2 の投入割合をみると，財の投入割合は 47.0％となり，平成 27 年の 50.3％

から 3.3 ポイント低下した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*1 中間投入率 ＝ 中間投入額 ÷ 県内生産額 × 100 
*2 ここでいう「財」とは，第１次産業，第２次産業の生産物を差している。 

表 5 中間投入と粗付加価値 

表 6 中間投入に占める財とサービスの内訳 
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図 9 中間投入と粗付加価値の構成 

図 10 中間投入に占める財とサービスの内訳 
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２ 産業別中間投入率 
 

中間投入率を産業別にみると，非鉄金属（82.3％）や飲食料品（72.4％），パルプ・紙・木製品
（64.2％）など第２次産業の中間投入率が比較的高くなっており，不動産（14.6％）や教育・研究
（23.5％），公務（26.6％）など第３次産業の中間投入率が比較的低くなっている。 

産業別に平成 27 年と中間投入率を比較すると，鉄鋼（41.6 ポイント）や石油・石炭製品（34.1
ポイント），輸送機械（20.3 ポイント）等は低下したが，非鉄金属（18.3 ポイント）や教育・研究
（7.4 ポイント），情報通信（5.0 ポイント）等は上昇し，産業全体では 42.7％から 43.8％へ 1.1 ポ
イントの上昇となった。 
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表 7 産業別中間投入率 

図 11 産業別中間投入率（棒グラフ） 
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３ 粗付加価値の構成と伸び 
 

粗付加価値の構成割合をみると，雇用者所得が粗付加価値全体の 48.1％を占め，次いで営業余剰
が 19.9％，資本減耗引当*1 が 24.2％となっている。 

平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率では，雇用者所得が 2.4％，資本減耗引当が 12.8％，
間接税が 5.6％の増加となったが，家計外消費支出が 39.5％，営業余剰が 17.0％，経常補助金が
36.8%の減少となり，粗付加価値全体では 1.0％の減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
*1 資本減耗引当：減価償却費と資本偶発損の合計である。 
*2 【間接税】 財・サービスの生産，販売，購入又は使用に関して生産者に課せられる租税及び税外負担で，税法上損金算入が認め

られていて，所得とはならず，かつ，その負担が最終購入者へ転嫁されるもの。ただし，ここでいう間接税には関税

及び輸入品商品税は含まれていない。 

  【(控除)経常補助金】 政策目的によって，政府サービス生産者から産業に対して一方的に給付され，受給者の側において収入と

して処理される経常的交付金 

表 8 粗付加価値の構成と伸び 
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図 12 粗付加価値の構成 

図 13 粗付加価値の伸び 

- 16 -



第５節 需要構造 

１ 総需要の構成と伸び 
 
  県内生産と移輸入により供給された財・サービスを需要面からみると，令和２年の総需要は 
13 兆 6,448 億円で，そのうち中間需要は４兆 3,581 億円，最終需要は 9 兆 2,867 億円であった。 

  平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率では，移輸出が 6.9％の減少となったが，中間需要が
3.5％，民間・一般政府消費支出や固定資本形成等の域内最終需要が 4.6％の増加となり，総需要
全体では 2.0％の増加となった。 

 
 
 

 

 

  

表 9 総需要の構成と伸び 
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図 14 総需要の構成 

図 15 総需要の伸び 
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２ 産業別中間需要率 
 

産業別の中間需要率(総需要に占める中間需要の割合)は，鉄鋼（98.6％）や化学製品（78.6％)，
金属製品（77.0％）などで産業が高く，公務（0.8％）や教育・研究（0.9％），医療・福祉（1.4％）
などの産業が低い。 

産業別に平成 27 年と中間需要率を比較すると，鉱業（21.0 ポイント），プラスチック・ゴム製
品（9.2 ポイント），非鉄金属（8.6 ポイント）等は低下したが，水道（14.4 ポイント），電気・ガ
ス・熱供給（12.5 ポイント），運輸・郵便（7.2 ポイント）等は上昇し，産業全体では 31.5％から
31.9％へ 0.5 ポイントの上昇となった。 
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表 10 産業別中間需要率 

図 16 産業別中間需要率（棒グラフ） 
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３ 最終需要の構成と伸び 
 

最終需要の構成は，民間消費支出が 3 兆 3,206 億円で最終需要全体の 35.8％を占め，次いで移輸
出が 2 兆 4,598 億円で 26.5％，一般政府消費支出が１兆 7,931 億円で 19.3％，総固定資本形成が 
１兆 6,423 億円で 17.7％などとなっている。 

平成 27 年から令和 2 年にかけての伸び率では，在庫純増（239.0％），家計外消費支出（39.5％），
移輸出（6.9％）は減少となったが，総固定資本形成（13.1％），一般政府消費支出（7.9％），民間消
費支出（1.7％）が増加となり，最終需要全体では 1.3％の増加となった。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

表 11 最終需要の構成と伸び 
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図 17 最終需要の構成 

図 18 最終需要の伸び 
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４ 産業の相互依存関係 
 

中間投入率と中間需要率を組み合わせることにより，本県の産業を４つに類型化することができ
る。 
 

【第１象限：中間財的産業】 （中間投入率，中間需要率ともに 50％以上） 
生産活動に占める原材料等の投入割合が高く，その生産物の多くが生産活動における原材料

等として生産過程に再投入されている産業。 
本県では，化学製品，非鉄金属，電気・ガス・熱供給など 6 部門が該当している。  

 
【第２象限：最終需要財的産業】 （中間投入率が 50％以上，中間需要率が 50％未満） 

生産活動に占める原材料等の投入割合が高く，その生産物の多くが消費，投資及び移輸出な
どの最終需要に供給されている産業。 

   本県では，電気機械，情報通信機器，建設など 9 部門が該当している。 
 

【第３象限：中間財的基礎産業】 （中間投入率が 50％未満，中間需要率が 50％以上） 
生産活動に占める原材料等の投入割合が低く，その生産物の多くが生産活動における原材料

等として生産過程に再投入されている産業。 
本県では，石油・石炭製品，鉄鋼，対事業所サービスなど 10 部門が該当している。 
 

【第４象限：最終需要財的基礎産業】 （中間投入率，中間需要率ともに 50％未満） 
生産活動に占める原材料等の投入割合が低く，その生産物の多くが消費，投資及び移輸出な

どの最終需要で消費されている産業。その生産物の多くが消費，投資及び移輸出などの最終需
要に供給されている産業。 

本県では，不動産，公務，教育・研究など 14 部門が該当している。 
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※ 39 部門表による。 

  

図 19 中間投入率と中間需要率からみた産業の類型 
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第６節 県際構造 
 
１ 移輸出の産業別構成と伸び 

 

令和２年の移輸出額は 2 兆,4,598 億円で，平成 27 年と比べ 6.9％の減少となり，移輸出率*1 は
24.7％で，平成 27 年から 2.1 ポイント低下した。 

産業別構成比をみると，飲食料品が 7,434 億円で全体の 30.2％を占めており，次いで商業が  
2,761 億円で 11.2％，運輸・郵便が 2,688 億円で 10.9％などとなっている。 

 
*1 移輸出率：移輸出額÷県内生産額×100   

表 12 産業別移輸出額，構成比，移輸出率，伸び率，増加寄与度 
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２ 移輸入の産業別構成と伸び 

令和２年の移輸入額は 3 兆 6,864 億円で，平成 27 年に比べ 5.0％の増加となり，移輸入率*1 は
32.7％から 33.0％へ 0.3 ポイント増加した。 

産業別構成をみると，飲食料品が 4,050 億円で全体の 11.0％を占めており，次いで商業が    
4,007 億円で 10.9％，対事業所サービスが 3,055 億円で 8.3％などとなっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
*1 移輸入率＝移輸入額÷県内需要合計×１００ 

表 13 産業別移輸入額，構成比，移輸入率，伸び率，増加寄与度 
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３ 県際収支 
 

令和２年の移輸出額から移輸入額を差し引いた県際収支は 1 兆 2,267 億円の移輸入超過（移輸
出額よりも移輸入額が上回っている状態）となり，平成 27 年の移輸入超過額 8,692 億円よりも
移輸入超過額が拡大した。 

産業別の県際収支をみると，移輸出超過（移輸出額が移輸入額を上回っている状態）となっ
ている産業は，飲食料品の 3,384 億円，電子部品の 1,398 億円，運輸・郵便の 1,022 億円などと
なっており，移輸入超過となっている産業は，化学製品の 2,789 億円，対事業所サービスの
2,622 億円，情報通信の 2,241 億円などとなっている。 

 

表 14 県際収支 
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４ 県際構造からみた産業類型 
 

移輸出率と移輸入率を組み合わせることにより，県際関係から本県の産業を４つに類型化するこ
とができる。 
 

【第１象限：県際交流型】（移輸出率，移輸入率ともに 50％以上） 
移輸出率，移輸入率ともに高く，県内外の生産品の移動が多い産業。 
本県では，繊維製品，非鉄金属，輸送機械など 16 部門が該当している。 

 
【第２象限：移輸出型】（移輸出率が 50％以上，移輸入率が 50％未満） 

県内産で県内の需要の多くを賄い，かつ，移輸出率の高い産業。 
本県では，漁業，窯業・土石製品の２部門が該当している。 

 
【第３象限：県内自給型】（移輸出率，移輸入率ともに 50％未満） 

県内の需要の多くは県内産で賄われ，移輸出，移輸入率ともに低い産業。 
本県では，不動産，水道，医療・福祉など 19 部門が該当している。 

 
【第４象限：移輸入依存型】（移輸出率が 50％未満，移輸入率が 50％以上） 

県内需要の多くを移輸入で賄い，かつ，移輸出率が低い産業。 
本県では，石油・石炭製品，その他の製造工業製品の２部門が該当している。 
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※ 39 部門表による。 

 

図 20 県際構造から見た産業の類型 
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第７節 本県経済の機能分析 
 

 前節までは，取引基本表(生産者価格評価表)を用いて，県経済の取引等の実態に基づく構造分析
を行ってきたが，本節では，取引基本表を加工して得られる投入係数，逆行列係数，その他各種係
数を用いて経済の分析を行う。 
 

１ 逆行列係数 

ある県内産業（県産品）に対して１単位の最終需要が発生した場合，県内各産業の生産が究極
的にどれだけ必要となるかという生産波及の大きさを示す係数が「逆行列係数」である。この逆
行列係数には，移輸入を考慮しない（すなわち，すべての波及効果が域内で生じることを想定す
る）「閉鎖経済型逆行列係数」（「[𝐼 − 𝐴]  型」とも表される。 以下「閉鎖型逆行列係数」という。）
と，移輸入を考慮する（すなわち，生じた波及効果の一部は域外に流出することを想定する）「開
放経済型逆行列係数」（「 𝐼 −  𝐼 − 𝑀  𝐴   型」とも表される。 以下「開放型逆行列係数」という。）
がある。 

また，逆行列係数のタテ方向の合計値（列和）は，当該部門の最終需要が１単位発生した時に
各産業に及ぼす生産波及の大きさを合計したものであり，産業全体としての生産波及の大きさが
究極的にどの程度になるか(波及効果倍率)を示している。 

 
39 部門表の開放型逆行列係数から，最終需要１単位当たりの生産波及の大きさをみると，  

令和 2 年は県内全産業平均 1.2847 倍で，平成 27 年の 1.2846 倍から 0.0001 ポイント大きくなっ
た。 

産業別にみると，飲食料品（1.6097 倍），電力・ガス・熱供給（1.5458 倍），農業（1.4718 倍）
などでは生産波及が全産業平均よりも大きく，鉄鋼（1.0754 倍），輸送機械（1.1085 倍），石油・
石炭製品（1.1198 倍）などでは生産波及が全産業平均よりも小さい。 
 

波及効果の県内に留まる割合を表す県内歩留まり率※1をみると，不動産（94.3%），教育・研究
（83.9%），林業（82.8%），商業（82.6%）などが高くなっている。一方，非鉄金属（52.4%），
電気機械（54.5%），電子部品（55.8%）などが低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1  県内歩留まり率 ＝ 開放型逆行列表の列和÷閉鎖型逆行列表の列和×100 
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表 15 産業別生産波及の大きさと県内歩留まり率 
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２ 産業の影響力と感応度 
 
逆行列係数の各列和は，ある産業に 1 単位の需要があった時に全産業に及ぼす生産波及の大き

さを示しており，これを全産業の列和の平均値で除したものを「影響力係数」という。影響力係
数が１より大きい部門は，他産業に及ぼす影響が平均より大きいことを表す。 

また，逆行列係数の各行和は，全産業にそれぞれ１単位の需要があったときに，ある産業が受
ける生産波及の大きさを示し，これを全産業の行和の平均値で除したものを「感応度係数」とい
う。感応度係数が１より大きい部門は，他産業から受ける影響が平均より大きいことを表す。 

39 部門の開放型逆行列係数による影響力係数をみると，飲食料品（1.2530），電力・ガス・熱
供給（1.2032），農業（1.1456）などが高い。感応度係数は，運輸・郵便（2.2704），対事業所サ
ービス（2.1986），電気・ガス・熱供給（1.6594）などが高い。 
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表 16 影響力係数と感応度係数 
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３ 影響力係数と感応度係数からみた産業類型 
 
影響力係数と感応度係数を組み合わせることにより，本県の産業を４つに類型化できる。 

 
【第１象限】 

影響力係数，感応度係数ともに大きな産業（影響力係数 1 以上，感応度係数 1 以上）で，生
産波及効果において，他の産業に与える影響，他の産業から受ける影響ともに大きい。 
 本県では，運輸・郵便，電気・ガス・熱供給，金融・保険など９部門が該当している。 

 
【第２象限】 

影響力係数は大きいが感応度係数は小さい産業（影響力係数 1 以上，感応度係数 1 未満）で，
生産波及効果において，他の産業に与える影響は大きいものの，他の産業から受ける影響は小
さい。 

本県では，非鉄金属，対個人サービス，事務用品など８部門が該当している。 
 

【第３象限】 
影響力係数も感応度係数ともに小さい産業（影響力係数 1 未満，感応度係数 1 未満）で，生

産波及効果において，他の産業に与える影響，他の産業から受ける影響ともに小さい。 
本県では，鉄鋼，はん用機械，輸送機械など 20 部門が該当している。 

 
【第４象限】 

影響力係数は小さいが感応度係数は大きい産業（影響力係数 1 未満，感応度係数 1 以上）で，
生産波及効果において，他の産業に与える影響は小さいものの，他の産業から受ける影響は大
きい。 

本県では，商業，対事業所サービスの２部門が該当している。 
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注１ 39 部門表による。 

  

図 21 影響力係数と感応度係数から見た産業の類型 
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４ 生産の誘発 
 

生産活動は，最終需要を過不足なく満たすために行われている。つまり，生産は究極的に
は，全て最終需要によって誘発されたものといえる。このように最終需要を賄うために直接・
間接的に発生した生産額を生産誘発額といい，これを最終需要項目別にみたものが，最終需要
項目別生産誘発額である。 

最終需要項目別生産誘発額と，その構成比である最終需要項目別生産誘発依存度をみると，移
輸出で 3 兆 4,480 億円（生産誘発依存度 34.6％），民間消費支出で 2 兆 8,101 億円（同 28.2％），
一般政府消費支出で 2 兆 1,418 億円（同 21.5％）などとなっている。 

次に，各項目別の最終需要計が１単位増加したときに，どの産業の生産をどれだけ誘発するか
を示す「最終需要項目別生産誘発係数」をみると，移輸出が 1.4018，一般政府消費支出が 1.1944
倍，県内総固定資本形成（公的）が 1.1234 倍などとなっている。 
 

 

注１ 39 部門表による。 

図 22 最終需要項目別生産誘発依存度 

表 17 最終需要と生産誘発 
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表 18 産業別最終需要項目別生産誘発依存度 

図 23 産業別最終需要項目別生産誘発構造 
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５ 粗付加価値の誘発 
 

各産業の生産誘発額に含まれる粗付加価値の額を粗付加価値誘発額といい，これを最終需要項
目別にみたものが，最終需要項目別粗付加価値誘発額である。 

最終需要項目別粗付加価値誘発額と，その構成比である最終需要項目別粗付加価値誘発依存度
をみると，民間消費支出で 1 兆 7,647 億円（粗付加価値誘発依存度 31.5％），移輸出で 1 兆 5,991
億円（同 28.6％），一般政府消費支出で 1 兆 3,974 億円（同 25.0％）となっている。 

   次に，最終需要項目ごとに１単位増加したとき，いくら粗付加価値が誘発されたかを示す「粗
付加価値誘発係数」をみると，一般政府消費支出が 0.7793 倍，移輸出が 0.6501 倍，県内総固定
資本形成（公的）で 0.5647 倍などとなっている。 

 

注１ 39 部門表による。 

  

図 24 最終需要項目別粗付加価値誘発依存度 

表 19 最終需要と粗付加価値誘発 
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６ 移輸入の誘発 
 

県内需要が生じたとき，一般的には，その全てが県内生産によって賄われるものではなく，そ
の一部は移輸入によって賄われる。最終需要から生じる生産誘発の過程で，直接・間接的に誘発
される移輸入額を移輸入誘発額といい，これを最終需要の項目別にみたものを最終需要項目別移
輸入誘発額という。 

最終需要項目別移輸入誘発額と，その構成割合である最終需要項目別移輸入誘発依存度をみ
ると民間消費支出で1兆5,558億円（移輸入誘発依存度 42.2％），移輸出で8,607億円（同 
23.3％），県内総固定資本形成（民間）で6,124億円（同 16.6％）となっている。 

次に，１単位の最終需要によってどの程度の移輸入が誘発されたかを示す「移輸入誘発係数」
を最終需要項目別にみると，在庫純増が 1.1481 倍，県内総固定資本形成（民間）が 0.5535 倍，
家計外消費支出が 0.5098 倍となっている。 

注１ 39 部門表による。 
 

 

図 25 最終需要項目別移輸入誘発依存度 

表 20 最終需要と移輸入誘発 
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（章末付録）用語解説 
 
【生産者価格評価表】 
  取引の実額を記述した産業連関表の基本表であり，この表を加工することで，「投入係数表」

等の各表などが作成される。 
  需要者の購入価格から，商業や運輸の流通マージンを差し引いた生産者の出荷時の価額で

個々の取引額を記述している。 
 
【県内生産額】 
  県内に所在する各産業の生産活動の総額をいう。 

なお，県民経済計算における産出額に概念上対応する。 
 
【中間投入額（率）】 
  各産業部門の生産活動のために経常的に投入される原材料・燃料等の財及びサービスに要す

る費用をいう。生産設備等の費用は基本的に資本形成とされ，中間投入には含まれない。 
また，中間投入率は，中間投入額を県内生産額で除した割合であり，県内生産額１単位当た

り中間投入額を意味する。 
〔中間投入率(％) ＝ 中間投入額 ÷ 県内生産額 × 100〕 

 
【粗付加価値（率）】 

生産活動によって新たに付け加えられた価値をいい，県内生産額から中間投入を差し引いた
物が粗付加価値となる。粗付加価値は，「家計外消費支出」，「雇用者所得」，「営業余剰」，「資本
減耗引当」，「間接税」及び「（控除）経常補助金」からなる。 

また，粗付加価値から「家計外消費支出」を控除したものが，県民経済計算における県内総
生産（生産面 GDP）に概念上対応する。 

なお，粗付加価値率は，粗付加価値額を県内生産額で除した割合であり，県内生産額１単位
あたり粗付加価値額を意味する。 
〔粗付加価値率(％) ＝ 粗付加価値額 ÷ 県内生産額 × 100〕 

 
【中間需要】 
  県内で供給された財・サービスのうち，原材料等として県内の生産部門で需要されたものを

いう。 
 
【最終需要】 

県内で供給された財・サービスのうち，生産過程に再投入されずに消費等されたものをい
い，「家計外消費支出（列）」，「民間消費支出」，「一般政府消費支出」，「県内総固定資本形成」，
「在庫純増」の計である「県内最終需要」と「移輸出」からなる。 
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【投入係数（行列）】 
各列部門において，１単位の生産を行う際に必要とされる原材料等の投入量を示したもの

で，列部門ごとに原材料等の投入額を当該列部門の県内生産額で除すことによって得られる。 
〔[投入係数（行列）]＝ [中間投入（行列）] × [対角要素に県内生産額を持つ行列]-1〕 

 
【逆行列係数（行列）】  
  ある産業に１単位の最終需要が発生したとき、その生産に必要な原材料の需要を通じて，各

産業の生産が究極的にどれだけ誘発されるかという生産波及の大きさを示したもので，生産者
価格評価表から得られる投入係数等を用いて得られる。 

逆行列係数の型としては，移輸入を考慮しない閉鎖経済型逆行列係数（[𝐼 − 𝐴]  型）と，実
際の経済に合わせて移輸入を考慮する開放経済型逆行列係数（ 𝐼 − (𝐼 − 𝑀 )𝐴   型）がある。一
般的には，開放経済型逆行列係数が波及効果分析等に利用されている。 

 
【影響力係数】 
  ある列部門に対する最終需要があったときの，産業全体に与える影響の大きさを相対的に示

したもので，逆行列係数表の部門別列和を列和全体の平均値で除して得られる。産業全体に与
える影響の大きさは，影響力係数が１より大きいとき相対的に大きく，１より小さいとき相対
的に小さい。 

 
【感応度係数】 
  県内各産業にそれぞれ１単位ずつ最終需要があったときの，行部門の産業が受けることとな

る影響の大きさを相対的に示したもので，逆行列係数表の部門別行和を行和全体の平均値で除
して得られる。行部門の産業が受ける影響の大きさは，感応度係数が１より大きいとき相対的
に大きく，１より小さいとき相対的に小さい。 

 
【県内歩留まり率】 
  生産波及効果が県内に留まる割合を示したものであり，開放経済型逆行列係数の列和を閉鎖

型逆行列係数の列和で除して得られる。  
 
【最終需要項目別生産誘発額】 

最終需要を賄うために直接・間接に発生した県内生産額（生産誘発額）を最終需要の項目別
にみたものをいい，最終需要と移輸入率，開放型逆行列係数を用いて得られる。 

なお，最終需要項目別生産誘発額は，各行部門の県内生産額を最終需要項目別に分解したも
のであることから，各産業における最終需要項目別生産誘発額の合計は，当該産業の県内生産
額に一致する。 

 
【最終需要項目別生産誘発係数】 

各項目別の最終需要合計が１単位増加したときに，どの産業の生産がどれだけ誘発されるか
を示したものであり，各最終需要項目の合計額を当該最終需要項目の各産業別生産誘発額で除
して得られる。 
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【最終需要項目別生産誘発依存度】 
ある産業についての最終需要項目別生産誘発額の項目別構成比であり，ある産業の生産が，ど

の最終需要項目によりどれだけ誘発されたかを示す。 
 

【最終需要項目別粗付加価値誘発額】 
最終需要によって生産が誘発されることに伴い誘発される粗付加価値の額を，最終需要項目

別にみたものをいい，最終需要項目別生産誘発額の行部門に対応する列部門の粗付加価値率を
乗じて得られる。 

 
【最終需要項目別粗付加価値誘発係数】 

各項目別の最終需要合計が１単位増加したときに，どの産業の粗付加価値がどれだけ誘発さ
れるかを示したものであり，各最終需要項目の合計額を当該最終需要項目の各産業別粗付加価
値誘発額で除して得られる。 

 
【最終需要項目別粗付加価値誘発依存度】 

ある産業についての最終需要項目別粗付加価値誘発額の項目別構成比であり，ある産業の粗
付加価値が，どの最終需要項目によりどれだけ誘発されたかを示す。 

 
【最終需要項目別移輸入誘発額】 

最終需要によって直接・間接に誘発される移輸入額（移輸入誘発額）を最終需要の項目別に
みたものをいい，最終需要と投入係数，移輸入率，開放型逆行列係数を用いて得られる。 

 
【最終需要項目別移輸入誘発係数】 

各項目別の最終需要合計が１単位増加したときに，どの産業の移輸入がどれだけ誘発される
かを示したものであり，各最終需要項目の合計額を当該最終需要項目の各産業別移輸入誘発額
で除して得られる。 

 
【最終需要項目別移輸入誘発依存度】 

ある産業についての最終需要項目別移輸入誘発額の項目別構成比であり，ある産業の移輸入
が，どの最終需要項目によりどれだけ誘発されたかを示す。 

 
【総合移輸入係数】 

ある産業に新たな最終需要が１単位生じたとき，それを満たすために直接・間接に誘発され
る移輸入の大きさを示したものであり，各産業に「移輸出を除く最終需要」又は「移輸出」が
それぞれ１単位ずつ発生した場合の移輸入誘発の大きさである。 
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